
事案一覧表 

 

鉄道局鉄道事業課 

旅客輸送業務監理室 

                             令和４年１月１３日 

審議事案 

 

 

申請種別 

 

 

申請年月日 

 

受付年月日 

 

 

申請者名 

 

 

 

申請内容 

 

 

鉄道及び軌道の

旅客運賃の上限

変更の認可 

 

 

令和４年１月７日 

 

令和４年１月７日 

 

 

東急電鉄

株式会社 

 

 

現行の旅客運賃の上限について、以下のとおり変更する。 

すべての運賃に消費税及び地方消費税（１０％）を含む。 

 

普通旅客運賃 

・「鉄道対キロ区間制」の初乗り運賃は１０円程度の改定

とし、その他区分の改定率は概ね同程度とする。 

初乗り運賃 １円単位運賃 

      １２６円⇒１４０円（改定率１１．１％） 

     １０円単位運賃 

      １３０円⇒１４０円（改定率７．７％） 

・「鉄道均一制」のこどもの国線は据置く。 

・「軌道均一制」の世田谷線は１０円程度の引き上げ 

     １円単位運賃 

      １４７円⇒１６０円（改定率８．８％） 

     １０円単位運賃 

      １５０円⇒１６０円（改定率６．７％） 

 

定期旅客運賃 

・普通旅客運賃に合わせて改定する。 

・通学定期旅客運賃は据え置く。 

 

改定率 

 ・普通旅客運賃：１３．５％ 

 ・定期旅客運賃：１２．１％ 

      通勤：１３．８％（割引率３７．８％） 

      通学： ０．０％（割引率７７．１％） 

 ・全    体：１２．９％ 

 

 
備  考 

 

 
○前回改定実施年月日 
 （消費税率の引き上げによる改定を除く） 
 平成１７年３月２０日 
 改定率   ０．４％ 
○営業キロ 
        １０４．９ｋｍ 
○令和２年度実績 

 運賃収入 ９７，２７８百万円 

 収支率    ７８．６％ 

 

 



 

 

 
 
 
 
 
 

東急電鉄株式会社における 

運賃改定申請について 

 

（運輸審議会ご説明資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年１月１３日 

鉄 道 局 
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１．運賃改定申請について 
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〇運賃改定申請の概要 
 

１．背 景 

◆東急電鉄は、令和元年度末に世田谷線、こどもの国線を除く全ての駅に整

備を完了したホームドア、センサー付固定式ホーム柵をはじめとして車内

防犯カメラ、踏切障害物検知装置の１００％設置、地震、豪雨といった災

害対策等の安全性の確保や新型車両の導入、駅バリアフリールートの１０

０％整備など利便性、快適性の向上等、コロナ禍前の過去５か年平均では

大手民鉄の平均を大きく上回る約５４０億円の設備投資を実施しており、

その結果、減価償却費等の資本費や維持管理に関する費用が増大している。 

 

◆新型コロナウイルス感染症拡大によりリモートワークを始めとする新しい

生活様式が急速に普及した影響で、特に定期券利用者の減少率は関東大手

民鉄各社と比較しても最大であり、令和２年度に引き続き令和３年度も営

業赤字が見込まれる等の状況が続いている。緊急事態宣言が解除された令

和３年１０月以降も定期券利用者がコロナ禍前と比較して約３割減少して

おり、緊急事態宣言中と同水準で推移していることから、今後も需要の回

復は見通せない状況にある。 

  

◆このような状況下においても、鉄道インフラを適切に維持・更新して将来

世代に負担を先送りすることなく、安全・安心な鉄軌道事業を継続すると

ともに、多様化・複雑化する社会的要請に応じた価値を提供するため、固

定費削減・生産性向上を目的とした「鉄道事業の強靭化」を始めとする経

営努力の更なる徹底を前提に、運賃改定を申請するもの。 
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２．申請の内容 

 （１）実施予定時期      令和５年３月 

 

（２）改 定 率     上限運賃平均１２．９％ 

 

（３）初 乗り運 賃（３キロまで） １円単位上限運賃１４０円（現行１２６円） 

             １０円単位上限運賃１４０円（現行１３０円） 

 

（４）定期旅客運賃割引率          通勤３７．８％（現行３７．８％） 

   （鉄軌道合計）     通学７７．１％（現行７３．９％） 

 

（６）改定率・増収率一覧 

    通学定期旅客運賃は据え置くものとする。 

 
上 限 運 賃 

改 定 率 増 収 率 

定 期 外 １３．５％ １２．０％ 

定 期 

通 勤 １３．８％ １２．７％ 

通 学 ― ― 

計 １２．１％ １１．２％ 

合計 １２．９％ １１．７％ 
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〇運賃改定申請内容について 
 

１．改定の考え方 

◯普通旅客運賃 

 ・「鉄道対キロ区間制」の初乗り運賃は１０円程度の改定とし、その他の

区分の改定率は概ね全体の改定率（１２．９％）と同程度とする。 

 ・「鉄道均一制」のこどもの国線は据え置く。 

 ・「軌道均一制」の世田谷線は１０円程度の改定に留める。 

◯定期旅客運賃 

 ・普通旅客運賃に合わせて改定する。 

 ・通学定期旅客運賃は据え置く。 

◯改定率 

 ・普通旅客運賃：１３．５％ 

 ・定期旅客運賃：１２．１％ 

      通勤：１３．８％（割引率３７．８％） 

      通学：据   置（割引率７７．１％） 

 ・全    体：１２．９％ 

 

２．申請内容 

①普通旅客運賃（大人） 

◯鉄道対キロ区間制（こどもの国線、世田谷線を除く全線）  

 ・１円単位運賃    

                      （単位：キロ、円） 

キロ程 現行 改定 差額 改定率 

１～３ １２６ １４０ １４ １１.１ 

４～７ １５７ １８０ ２３ １４.６ 

８～１１ １９９ ２２７ ２８ １４.１ 

１２～１５ ２２０ ２５０ ３０ １３.６ 
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１６～２０ ２５１ ２８８ ３７ １４.７ 

２１～２５ ２７２ ３０９ ３７ １３.６ 

２６～３０ ３０４ ３４７ ４３ １４.１ 

３１～３５ ３３５ ３８１ ４６ １３.７ 

３６～４０ ３７７ ４３０ ５３ １４.１ 

４１～４５ ４０９ ４６９ ６０ １４.７ 

４６～５０ ４４０ ５００ ６０ １３.６ 

５１～５６ ４７１ ５３１ ６０ １２.７ 

 

 ・１０円単位運賃 

                      （単位：キロ、円） 

キロ程 現行 改定 差額 改定率 

１～３ １３０ １４０ １０ ７.７ 

４～７ １６０ １８０ ２０ １２.５ 

８～１１ ２００ ２３０ ３０ １５.０ 

１２～１５ ２２０ ２５０ ３０ １３.６ 

１６～２０ ２６０ ２９０ ３０ １１.５ 

２１～２５ ２８０ ３１０ ３０ １０.７ 

２６～３０ ３１０ ３５０ ４０ １２.９ 

３１～３５ ３４０ ３９０ ５０ １４.７ 

３６～４０ ３８０ ４３０ ５０ １３.２ 

４１～４５ ４１０ ４７０ ６０ １４.６ 

４６～５０ ４４０ ５００ ６０ １３.６ 

５１～５６ ４８０ ５４０ ６０ １２.５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

6 
 

◯鉄道均一制（こどもの国線）   

  運賃据え置きとする。 

 ・１円単位運賃                                   

                          （単位：円） 

 現行 改定 差額 改定率 

全線均一 １５７ 据置 ― ― 

 

 ・１０円単位運賃                                   

                          （単位：円） 

 現行 改定 差額 改定率 

全線均一 １６０ 据置 ― ― 

◯軌道均一制（世田谷線）   

 ・１円単位運賃                                   

                          （単位：円） 

 現行 改定 差額 改定率 

全線均一 １４７ １６０ １３ ８.８ 

 

 ・１０円単位運賃                                   

                          （単位：円） 

 現行 改定 差額 改定率 

全線均一 １５０ １６０ １０ ６.７ 
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②通勤定期旅客運賃（大人１か月） 

◯鉄道対キロ区間制（こどもの国線、世田谷線を除く全線）      

                       （単位：キロ、円） 

キロ程 現行運賃 申請上限運賃 差額 改定率 

１～３ ４，３８０ ４，９９０ ６１０ １３.９ 

４～７ ５，９６０ ６，７８０ ８２０ １３.８ 

８～１１ ７，５３０ ８，５７０ １，０４０ １３.８ 

１２～１５ ８，２９０ ９，４３０ １，１４０ １３.８ 

１６～２０ ９，４４０ １０，７４０ １，３００ １３.８ 

２１～２５ １０，１１０ １１，５１０ １，４００ １３.８ 

２６～３０ １１，２７０ １２，８３０ １，５６０ １３.８ 

３１～３５ １２，４５０ １４，１７０ １，７２０ １３.８ 

３６～４０ １４，０１０ １５，９４０ １，９３０ １３.８ 

４１～４５ １５，１７０ １７，２６０ ２，０９０ １３.８ 

４６～５０ １６，３３０ １８，５８０ ２，２５０ １３.８ 

５１～５６ １７，４９０ １９，９００ ２，４１０ １３.８ 

 

◯鉄道均一制（こどもの国線）    

 運賃据え置きとする。                        

                           （単位：円） 

 現行運賃 申請上限運賃 差額 改定率 

全線均一 ５，７９０ 据置 ― ― 

 

◯軌道均一制（世田谷線）                            

                           （単位：円） 

 現行運賃 申請上限運賃 差額 改定率 

全線均一 ５，３９０ ６，１４０ ７５０ １３.９ 
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③通学定期旅客運賃（大人１か月） 

 通学定期は家計負担に配慮し、据え置きとする 

◯鉄道対キロ区間制（こどもの国線、世田谷線を除く全線）     

（単位：キロ、円） 

キロ程 現行運賃 申請上限運賃 差額 改定率 

１～３ １，８７０ 据置 ― ― 

４～７ ２，４７０ 据置 ― ― 

８～１１ ３，１２０ 据置 ― ― 

１２～１５ ３，４５０ 据置 ― ― 

１６～２０ ３，９４０ 据置 ― ― 

２１～２５ ４，２７０ 据置 ― ― 

２６～３０ ４，７９０ 据置 ― ― 

３１～３５ ５，２８０ 据置 ― ― 

３６～４０ ５，９４０ 据置 ― ― 

４１～４５ ６，４３０ 据置 ― ― 

４６～５０ ６，９２０ 据置 ― ― 

５１～５６ ７，４３０ 据置 ― ― 

 

◯鉄道均一制（こどもの国線）                          

                       （単位：円） 

 現行運賃 申請上限運賃 差額 改定率 

全線均一 ２，４８０ 据置 ― ― 

 

◯軌道均一制（世田谷線）                            

                       （単位：円） 

 現行運賃 申請上限運賃 差額 改定率 

全線均一 ２，６８０ 据置 ― ― 
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〇収入原価総括表 
（単位：百万円、％） 

科目 

令和 

２年度 

（実績） 

令和 

３年度 

（推計） 

令和 

４年度 

（推計） 

平年度３年間合計 

（令和５～７年度） 

（推計） 

増収額

c 

 

b-a 

増収率

ｄ 

 

c÷a× 

100 

現行 

a 

申請 

b 

収 

 

入 

旅客運賃収入 97,278 106,873 113,719 369,364 412,540 43,176 11.7 

定期外 52,782 63,134 68,735 225,755 252,882 27,127 12.0 

定 期 44,497 43,740 44,984 143,609 159,658 16,049 11.2 

運輸雑収 15,141 15,625 15,882 49,193 49,193 0 0.0 

小 計 112,419 122,499 129,601 418,557 461,734 43,176 10.3 

雑収入 17 17 17 50 50 0 0.0 

準備金取崩額 2,510 2,510 2,510 5,020 5,020 0 0.0 

合 計 114,946 125,025 132,128 423,627 466,803 43,176 10.2 

原 

 

価 

適正コスト 52,797 55,933 58,690 185,152 185,152 0 0.0 

車両使用料収入等に

係る人件費、経費 
6,122 6,122 6,122 18,365 18,365 0 0.0 

その他の運輸雑収等

に係る人件費、経費 
3,293 3,434 3,521 11,056 11,056 0 0.0 

車両使用料等に係

る減価償却費等 
2,699 2,705 2,707 8,137 8,137 0 0.0 

動力費 5,435 5,290 5,314 16,543 16,543 0 0.0 

賃借料 3,778 3,778 3,778 11,334 11,334 0 0.0 

固定資産除却費 11,611 7,544 7,958 25,533 25,533 0 0.0 

諸税 6,397 6,685 6,914 22,220 22,220 0 0.0 

減価償却費 34,314 33,823 35,330 108,861 108,861 0 0.0 

小 計 126,446 125,313 130,332 407,201 407,201 0 0.0 

雑支出 20 20 20 61 61 0 0.0 

法人税等 3,778 3,778 3,778 11,334 11,334 0 0.0 

事業報酬 15,913 15,859 16,141 49,939 49,939 0 0.0 

合 計 146,157 144,970 150,271 468,535 468,535 0 0.0 

差 引 損 益 -31,211 -19,945 -18,144 -44,907 -1,731 43,176 -96.1 

収 支 率 78.6 86.2 87.9 90.4 99.6   
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〇収入原価（平年度内訳） 
（単位：百万円、％） 

科目 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

現行 申請 現行 申請 現行 申請 

収 

 

入 

旅客運賃収入 123,259 134,640 123,053 138,950 123,053 138,950 

定期外 75,389 82,274 75,183 85,304 75,183 85,304 

定 期 47,870 52,366 47,870 53,646 47,870 53,646 

運輸雑収 16,140 16,140 16,398 16,398 16,655 16,655 

小 計 139,399 150,780 139,450 155,348 139,708 155,605 

雑収入 17 17 17 17 17 17 

準備金取崩額 2,510 2,510 2,510 2,510 - - 

合 計 141,926 153,307 141,977 157,875 139,724 155,622 

原 

 

価 

適正コスト 61,645 61,645 61,698 61,698 61,810 61,810 

車両使用料収入等に

係る人件費、経費 
6,122 6,122 6,122  6,122 6,122 6,122 

その他の運輸雑収等

に係る人件費、経費 
3,543 3,543 3,686 3,686 3,827 3,827 

車両使用料等に係

る減価償却費等 
2,712 2,712 2,712 2,712 2,712 2,712 

動力費 5,502 5,502 5,509 5,509 5,532 5,532 

賃借料 3,778 3,778 3,778 3,778 3,778 3,778 

固定資産除却費 8,062 8,062 8,617 8,617 8,854 8,854 

諸税 7,291 7,291 7,339 7,339 7,591 7,591 

減価償却費 36,086 36,086 35,981 35,981 36,793 36,793 

小 計 134,741 134,741 135,442 135,442 137,018 137,018 

雑支出 20 20 20 20 20 20 

法人税等 3,778 3,778 3,778 3,778 3,778 3,778 

事業報酬 16,387 16,387 16,642 16,642 16,909 16,909 

合 計 154,927 154,927 155,882 155,882 157,725 157,725 

差 引 損 益 -13,001 -1,620 -13,905 1,992 -18,001 -2,103 

収 支 率 91.6 99.0 91.1 101.3 88.6 98.7 
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〇鉄軌道事業収支の実績及び推定 
 

（単位：百万円、％） 

項目 
令和２年度 

（実績） 

令和５～７年度（３年間平均） 

現行 申請 

収入 114,946 141,209 155,601 

原価 146,157 156,178 156,178 

差引損益 -31,211 -14,969 -577 

収支率 78.6 90.4 99.6 

 

 

 

 

〇運賃収入内訳 
 

（単位：百万円） 

項目 
令和２年度 

（実績） 

令和５～７年度（３年間平均） 

現行 申請 

定期外 52,782 75,252 84,294 

定期 44,497  47,870 53,219 

合計 97,278 123,121  137,513 

  端数整理により合計が合致しないことがある。 
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○需要見通し 
                                          

（単位：千人、％） 

項目 
平成２８年度 

（実績） 

平成２９年度

（実績） 

平成３０年度 

（実績） 

令和元年度 

（実績） 

令和２年度 

（実績） 

定期外 464,259 468,163 470,647 464,980 327,165 

定

期 

通勤 555,458 566,836 574,996 580,524 415,644 

通学 143,306 143,660 143,673 141,759 62,974 

計 698,764 710,496 718,669 722,283 478,618 

合計 1,163,023 1,178,659 1,189,316 1,187,263 805,783 

前年比 101.3 101.3 100.9 99.8 67.9 

                                                  

（単位：千人、％） 

項目 
令和３年度 

（推定） 

令和４年度

（推定） 

令和５年度 

（推定） 

令和６年度 

（推定） 

令和７年度 

（推定） 

定期外 389,889 425,956 449,476 465,924 465,924 

定

期 

通勤 403,120 387,816 416,434 416,434 416,434 

通学 95,176 141,997 141,997 141,997 141,997 

計 498,296 529,813 558,431 558,431 558,431 

合計 888,185 955,769 1,007,907 1,024,355 1,024,355 

前年比 110.2 107.6 105.5 101.6 100.0 
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○設備投資実績と計画 

                            （単位：億円） 

項目 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 

実績 実績 計画 

安全 ２８５ １４２ ３１２ 

サービス改善 １６７ ４５ ３３ 

輸送力増強 １８７ ７１ ８９ 

合計 ６３９ ２５９ ４３５ 

       （単位：億円） 

項目 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

予定 予定 予定 予定 

安全 ２８８ ３３９ ３３１ ３３９ 

サービス改善 ７１ ７９ １２１ １２８ 

輸送力増強 ８５ １２ ８ ５ 

合計 ４４４ ４３１ ４６１ ４７４ 

※端数処理のため、各項目の計と合計が一致しない場合がある。 
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○利用者サービスの向上策 
 

中期事業戦略「３つの変革・４つの価値」に基づき各施策を推進 

 

①安全・安心・環境の更なる追求 

ア．事故防止、異常時の復旧力強化 

 運行の安全性・安定性の維持向上のため、適切なタイミングで設備を更新して

健全性を維持し、故障の未然防止を図る。具体的には、車両、運転保安装置や

列車無線装置等を更新する。また、センシング技術を導入して設備状況をモニタ

リング可能とすることで保守業務を高度化して事故の未然防止や復旧力向上を

図る。 

安全・安心の向上策では、「３つの１００％」として、ホームドア・センサー付固定

式ホーム柵、車内防犯カメラ、踏切障害物検知装置の設置を進めてきた。ホーム

ドア・センサー付固定式ホーム柵は令和元年度に世田谷線、こどもの国線を除く

全ての駅で整備を完了しており、今後は目黒線８両編成化に伴う増設や、老朽

化更新等を実施する。防犯カメラは全ての駅に加えて令和２年７月に東急電鉄所

属の全ての車両に設置を完了しており、犯罪を抑止するだけではなく、迅速な映

像確認が可能な機能を活用し、異常時の速やかな対応を可能としている。今後

はリアルタイム性の向上等の防犯カメラの高度化や、スマートフォンの活用等に

より利用者がトラブルの発生を乗務員等へ速やかに通報可能とするような仕組

みを検討する。踏切障害物検知装置は令和３年７月に世田谷線・こどもの国線を

除く全ての踏切１３５箇所に設置を完了し、歩行者等を検知しやすい３D センサー

式の導入や AI による画像解析等最新技術を駆使した踏切安全性向上を検討し

ていく。 

令和３年１２月に開館した従業員向け施設「安全共創館」での全従業員を対象

とした安全研修や警察・消防と連携した訓練等、従業員の教育・訓練にも注力し

ているほか、利用者への情報配信を適切かつ迅速に行うため媒体の多様化を進

める等、安全、安心に寄与する取り組みを推進して、高い安全水準を維持、向上

していく。 

イ．災害対策 

 近年激甚化する自然災害発生時においても、安全に鉄道運行を継続するため

の災害対策を進めている。地震対策については、国土交通省令に基づく基本的
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な耐震補強は既に完了しており、今後は異常時の早期復旧を可能とするため、

高架橋や擁壁の補強を実施する。豪雨対策については、地下換気口の嵩上げ

や線路脇法面の補強を実施しており、今後も優先順位に基づき整備を進める。

また、自然災害の発生状況を早期に認識して適切な判断、迅速な行動が取れる

よう、計測装置の維持更新や利用者への情報配信の強化を検討する。 

ウ．環境性能の向上 

 田園都市線においては、環境性能が大幅に向上した新型車両２０２０系を導入

し、旧型車両８５００系との置き換えを随時進めている。また世田谷線では、平成

３１年３月より再生可能エネルギー１００％での運行を開始する等、脱炭素・循環

型社会の実現に貢献するため様々な取り組みを実施している。今後も新型車両

の導入、駅照明の LED 化や再生可能エネルギー活用を進めるとともに、鉄道が

環境効率の高い乗り物であることが広く認知されるための利用促進施策にも尽

力していく。 

②ユニバーサルなサービスの進化 

ア．シンプルな移動体験 

 鉄道利用体験をより分かり易くシンプルにするために、令和２年２月に期間限

定で鉄道、バスやその他の東急グループのサービスが使い放題になる「東急線・

東急バス サブスクパス」を試行した。今後もシンプルかつ快適に鉄道を利用で

きるように、全線定期券等の乗り放題サービスの拡張や QR コード等を活用した

新しい乗車券の検討を進めていく。また駅通信環境の５G 化等のデジタルサービ

ス提供のための環境整備を進め、ゲートレス・キャッシュレス化等次世代の鉄道

サービスに向けた実証実験にも積極的に取り組んでいく。 

イ．誰もがひとしく移動しやすい鉄道 

 ハード・ソフト両面でのバリアフリー整備を進めていく。東急電鉄は平成２６年に

全駅でバリアフリールートの整備を完了しており、今後はバリアフリールートの複

数整備や車両床面とホームの段差・隙間の縮小工事を実施する。ソフト面では東

急線アプリ等で各駅のバリアフリールート、車両ごとの優先席や車椅子スペース

位置等を案内しており、今後は VR・AR 等のデジタル技術を活用した案内につい

ても検討を深めていく。また令和３年１１月にはシニア層１，０００名を対象に１か

月間全線乗り放題の「東急線乗り放題パス（over60）」を限定発売したが、今後も

沿線に住んでいる高齢者や子育て世代がより気軽に鉄道を利用できるような乗
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車券施策についても実施していく。 

 

③都市交通における快適性の向上と課題の解決 

ア．交通アクセス改善 

 令和４年度下期に、東急新横浜線の開業を予定している。本路線の開業により

相鉄線との相互直通運転が開始、東急線から新横浜駅へのアクセスが格段に

向上し、東京、神奈川、埼玉と関西圏を繋ぐ一大鉄道ネットワークが構築される。

また「新綱島駅」、「新横浜駅」の２つの新駅を整備し、地域を活性化させる。 

イ．車内空間の快適化 

 令和４年度上期より、目黒線において東急電鉄所属車両を６両編成から８両編

成に順次変更し、目黒線の輸送力を増強する。また、田園都市線、大井町線、目

黒線に新型車両である２０２０系、６０２０系、３０２０系を導入しており、車内空間

の快適性を向上している。今後は車内のリニューアルも積極的に実施し、より快

適に過ごせる車内環境を引き続き整備していく。平成３０年１２月より運行してい

る大井町線有料着席サービス「Q SEAT」についても今後は他路線への拡充を検

討する。また車両の混雑情報についても東急線アプリにて田園都市線の一部車

両ではリアルタイムで配信しており、今後は５G 等のデジタル技術を活用しながら

リアルタイムの混雑情報配信を拡大していく。 

ウ．郊外型生活の利便性向上 

 リモートワーク等新しい生活様式の定着を受けて、令和３年７月より、長津田駅、

武蔵小杉駅の定期券うりば跡地および「電車とバスの博物館」の一部スペースを

シェアオフィスとしてリニューアルした。本取り組みは暫定的ではあるが、今後も

沿線住民の生活の変化に合わせた便利な機能を駅や鉄道施設に取り入れ、生

活の中心としての駅のあり方を検討していく。また働く場所や時間が多様化する

中で、これまでの通勤定期券に代わる多地点間移動のニーズに応える乗車券施

策等の検討を深め、需要の変化に即したサービスを提供していく。 

④人、街、暮らしをつなげるプラットフォーム 

ア．地域とつながる駅空間の創出 

 各路線の特色を活かし、地域住民に親しまれる駅空間の創出を継続的に実施
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している。池上線では、平成２８年の戸越銀座駅を皮切りに旗の台駅、池上駅、

長原駅において東京都内で生産される多摩産材を活用し、木の温もりが感じら

れる「木になるリニューアル」を実施している。今後は設備の老朽化が進んでいる

田園都市線地下区間（池尻大橋駅～用賀駅）で駅のリニューアル工事を進めて

いく。 

イ．サービスプラットフォームの構築 

 令和３年５月から１０月まで定期券保有の新たな付加価値創出を目的とした環

境配慮型のサブスクリプションサービス「TuyTuy」の実証実験を行った。今後もこ

うした実証実験を重ねながら、鉄道と沿線地域とを繋ぐサービスを提供し、人々

が行き交う豊かで活気のある街づくりに貢献する。 
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○他社運賃との比較（１０円単位運賃） 
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２．会社の概要等について 
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東急電鉄株式会社の概要 

 

１．会社概要 

（１）設 立：平成３１年４月２５日 

（２）会 社 名：東急電鉄株式会社 

（３）代 表 者：代表取締役社長 渡邊 功 

（４）所 在 地：東京都渋谷区神泉町８番１６号 

（５）従業員数：３，６５５人（令和 2年 3 月３１日時点） 

（６）営業キロ：１０４．９km 

（７）資 本 金：１００百万円 

（８）事業内容：鉄軌道事業 
 

２．輸送人員、鉄軌道運輸収入の推移 

（単位：千人、百万円） 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

輸送 

人員 

定 期 718,669 722,283 478,618 

定期外 470,647 464,980 327,165 

計 1,189,316 1,187,263 805,783 

運賃 

収入 

定 期 64,559 64,916 44,497 

定期外 76,827 75,862 52,782 

計 141,385 140,778 97,278 

※端数処理のため、各項目の計と合計が一致しない場合がある。 
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３．東急電鉄の中期事業戦略等について 
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○東急電鉄の中期事業戦略について 
２０２１年５月公表資料より抜粋 
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○投資計画、利用者サービスについて 
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（参考）東急グループの概要 

 

 
 


